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 １．研究・活動のアウトライン

河道閉塞等の大規模土砂災害発生時の緊急対応方法を確立

災害
河道閉

塞数
災害対応 研究内容

成果反映
（研究を踏まえて整備されたマニュアル等）

2004/10/23

新潟県中越

地震(H16)

52

〇河道閉塞の決
壊危険度を概略
判定。

・芋川本川の規
模の大きな2つ
（寺野、東竹
沢）の河道閉塞
について、決壊
の危険度を概略
判定。

2008/6/14

岩手・宮城

内陸地震

(H20) 15

〇河道閉塞危険
度評価の数値シ
ミュレーション

2011/8/30

～9/5

平成23年台

風第12号

（紀伊半島

大水害）

17

〇土砂災害防止
法の緊急調査

・法改正後、河
道閉塞に関する
初の緊急調査
（土石流氾濫シ
ミュレーション
等、5箇所）。
土砂災害緊急情
報を関係自治体
に通知、公表。

〇衛星SAR画像
による天然ダム
の判読

2018/9/6

北海道胆振

東部地震

(H30)
大規模

は1

〇衛星SAR画像
による崩壊地の
自動判読。

【河道閉塞・深層崩壊の対

応マニュアルの整備】

【①地震時天然ダムの対応
実績を受けた技術指針】

〇天然ダム監視技術マニュ
アル（案）,土木研究所，
2008.12

〇天然ダム対策工事マニュ
アル（施工編）（案），天然
ダム対策工事研究会（国
土交通省砂防部、東北地
方整備局），2010.11

〇天然ダム形成時対応の
基本的考え方（案），国総
研砂防研究室，2013.12

【②③土砂災害防止法に
基づく緊急調査手法等に
関するマニュアル】

〇土砂災害防止法に基づ
く緊急調査実施の手引き
（河道閉塞による土砂災
害対策編）及び計算プロ
グラム，国土交通省砂防
部・国総研・土木研究所，
2011.4.22

〇同上 手引き2016.3.31改
訂

【③④深層崩壊対策に関
する資料・マニュアル】

〇深層崩壊対策技術に関
する基本的事項，国総研
資料第807号，2014

○深層崩壊に起因する大
規模土砂災害被害想定
手法，国総研資料第983
号，2017

【法律の検討・改正】

〇特殊な土砂災害
等の警戒避難に関
する法制度につい
て（提言），特殊な
土砂災害等の警戒
避難に関する法制
度検討会，2009.12

★土砂災害防止法
2010.11.25改正，
2011.5.1施行，
（天然ダムに起因
する土石流及び湛
水に対し、緊急調
査を実施し土砂災
害緊急情報を提供）

【⑤衛星SAR観測に
よる調査のマニュア
ル整備】

〇単偏波の高分解
能SAR画像による
河道閉塞箇所判読
調査手法（案），国
総研資料第760号，
2013

〇2偏波SAR画像に
よる大規模崩壊及
び河道閉塞箇所の
判 読 調 査 方 法
（案）， 国総研資料
第791号，2014

〇合成開口レーダ
（SAR）画像による
土砂災害判読の手
引き，国総研資料
第1110号， 2020.4

研究③ 深層崩壊対策（平常時と
緊急時）に関する研究

・大規模土砂発生時における緊急
対応の高度化（2014～2016）

・深層崩壊に起因する土砂災害に
よる被害推定手法（2014～2016）

研究④ 大規模土砂災害対策技術
センターの設置・研究（2014～）

・近畿地整等と連携して大規模土
砂災害対策技術センターを2014
年和歌山県那智勝浦町に設置し、
深層崩壊等の研究を推進。

研究⑤ 衛星SAR観測による調査
方法（2007～2019）

・リモートセンシングによる砂防
流域モニタリング手法（2007～
2012）

・リモートセンシングによる大規
模土砂災害監視手法（2013～
2019）

・JAXAとの共同研究を実施すると
ともに、JAXAとの「土砂WG会合」
を開催して、衛星SAR画像判読の
研究を推進。

研究① 大規模河道閉塞対応技
術指針類の作成（2005～2009）

・2004新潟県中越地震、2008岩
手・宮城内陸地震の地震時天然
ダムの対応実績を踏まえた対応
技術指針を取りまとめた。

研究② 土砂災害防止法に基づ
く緊急調査のための技術開発と
人材育成（2009～）

・土砂災害防止法に基づく緊急
調査実施の手引き（河道閉塞に
よる土砂災害対策編）を検討
（2009～）。

・土石流により被害の生じるお
それのある時期の解析手法を検
討。

・地方整備局職員の併任研修の
実施(2013～)

【危機管理のあり方】

〇大規模土砂災害
に対する危機管理
のあり方について
（提言），大規模土
砂災害危機管理検
討委員会，2007.3
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　2004 年、2008 年、2011 年と地震・豪雨により深層崩壊・天然ダム災害が相次いで発生し、そのような大
規模土砂災害への対応と危機管理の必要性が強く再認識された。
　国総研土砂災害研究部は、それらの災害に砂防研究者を派遣して現地の対応を支援するとともに、対応を
通じて得られた知見のマニュアル化と技術開発、現地
に密着した集中的な調査研究、および天然ダム災害等
に対応できる人材の育成を継続的に行ってきた。

研究①　大規模河道閉塞の対応技術指針類の作成 
（2005 ～ 2009）
　2004 年 10 月新潟県中越地震、2008 年 6 月岩手・宮
城内陸地震では天然ダムが多く発生し（図 -1）、国総研
土砂災害研究部及び土木研究所（以下、「土研」）土砂
管理研究グループから数多くの砂防研究者を派遣して、
地方整備局を支援した（図 -2）。2007 年 3 月「大規模
土砂災害危機管理検討委員会 」においては、大規模土
砂災害への危機管理体制整備の必要性について提言さ
れるとともに、国総研・土研からの砂防研究者派遣等
の国の支援のあり方、新たな資機材開発の必要性等の
課題も指摘された。2008 年の岩手・宮城内陸地震の際
には、土研土砂管理研究グループによって新たに開発
された土研式投下型水位観測ブイ等の資機材が活用さ
れる一方で、大規模土砂災害への対応技術に関する課
題が具体的に浮き彫りとなった。
　これら明らかになった課題を踏まえて、迅速かつ効
果的な天然ダム対応を今後行うことを目的に、国総研
土砂災害研究部は、東北地方整備局や土研土砂管理研
究グループ等と共に、近年の地震災害における対応を
通じて蓄積された知見等に基づいて天然ダム対応技術
の基本的な考え方を整理して、既存の対応マニュアル
を更新した天然ダム対応の技術指針として、「天然ダム
形成時対応の基本的考え方 ( 案 )」、「天然ダム監視技術
マニュアル ( 案 )」、「天然ダム対策工事マニュアル（施工編）」等を取りまとめた。

研究②　土砂災害防止法に基づく緊急調査のための技術開発と人材育成 （2009 ～）
　2010 年改正前の「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律」（以下、「土砂災害
防止法」という）は、河道閉塞等の進行性で対応に高度な技術を要する特殊な土砂災害を念頭においた法律
になっておらず、また、市町村長が避難指示の発令等を適切に行うに当たっての国等が市町村長を支援する
ための規定が無いこと等が、「特殊な土砂災害等の警戒避難に関する法制度検討会」によって指摘され、法
改正の方向性等について提言が出された。その提言等を踏まえ、2010 年に土砂災害防止法が改正され、河
道閉塞等の特殊な土砂災害発生時において、市町村長を支援するための国による緊急調査や土砂災害緊急情
報等が法的に位置付けられた。これを受けて、国土交通省砂防部、国総研土砂災害研究部、土研土砂管理研
究グループは、土砂災害緊急調査についての手引き、及び河道閉塞（天然ダム）等を原因とする土石流によ

図 -1 �2008 年岩手・宮城内陸地震で発生した湯ノ倉の河道閉
塞（天然ダム）

図 -2　�土砂災害研究部による河道閉塞（天然ダム）の現地調
査（2008 年岩手・宮城内陸地震）

形成した河道閉塞（天然ダム）において崩壊土砂の堆積状況と
上流側の湛水状況を現地調査。
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る被害範囲を推定するための数値計算プログラムを
作成した。
　国総研土砂災害研究部等が作成したこれらの手引
きやプログラムは、2011 年 9 月の台風 12 号により
紀伊半島で深層崩壊による河道閉塞が発生し、赤谷
（図 -3）など５箇所の大規模な河道閉塞を対象とし
た土砂災害防止法に基づく国の緊急調査が初めて実
施された際に、実際に活用された。この災害におい
ても、国総研土砂災害研究部・土研土砂管理研究グ
ループは研究者を数多く派遣し、近畿地方整備局の
対応を技術的に支援した（図 -4）。
　一方で、この災害では、大規模な天然ダムが複数
発生する等、災害の規模が大きい場合には、被災地
方整備局だけでは緊急調査に精通した職員の数が十
分でない状況も明らかになった。そこで国総研土砂
災害研究部は、これまでの災害対応を通して得られ
た知見を踏まえ、緊急調査の内容、実施手法等に精
通した地方整備局職員の人材育成を支援することを
目的に、土研土砂管理研究グループの協力を得て、
「高度な土砂災害対策に従事する地方整備局職員の
育成支援プログラム」を 2013 年度から開始した（図
-5）。本プログラムでは、地方整備局係長クラスの職
員を４月から 12 月の期間国総研土砂災害研究部に
併任とし、河道閉塞等に伴う土砂災害への対応方法
について、国総研土砂災害研究部・土研土砂管理研
究グループがこれまでに得てきた知見の普及を図っ
ている。2020 年度までにのべ 65 名が参加した。

研究③　深層崩壊対策（平常時と緊急時）に関する
研究 （2014 ～ 2016）
　　天然ダムは、多くの場合、深層崩壊と呼ばれる
大規模な斜面崩壊が発生することによって生じる。
深層崩壊は，発生頻度は通常の土砂災害に比べて小
さいものの，非常に規模が大きく，被害も甚大にな
る場合がある。地震あるいは豪雨に伴い発生した深
層崩壊によって天然ダムを形成した災害が国内外で
近年多数発生し、緊急対応を含めた対策の必要性が
高まってきたことから、今後は深層崩壊の対策技術
の確立と深層崩壊による被害が懸念される流域にお
ける事前の対策が必要である。
 そこで、土砂災害研究部では，深層崩壊対策技術に関する研究を進め、2014 年に国総研資料第 807 号「深
層崩壊対策技術に関する基本的事項」として，①施設整備によるハード対策，②深層崩壊発生の切迫性に関

図 -3　�2011 年台風第 12 号による豪雨で発生した河道閉塞（天
然ダム）（熊野川流域五條市 赤谷 2011.9.6 土研土砂管理
研究グループ撮影）

図 -4　土砂災害研究部による河道閉塞箇所の詳細調査

図 -5　�「高度な土砂災害対策に従事する地方整備局職員の育成支援
プログラム」の実施状況

　ヘリの機内からレーザー距離計で天然ダムの高さを計測する様子。
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する情報に基づく避難，
③深層崩壊による被害に
関する土地の危険性に関
する情報（ハザードマッ
プ）に基づく防災計画（避
難所や防災拠点の場所の
適正化など）に関する技
術的な基本事項について
とりまとめた（図 -6）。一
方，「深層崩壊対策技術に
関する基本的事項」策定
後，地方整備局でも，深
層崩壊に関する災害シナ
リオの検討が進められて
きた。また，国総研土砂
災害研究部は、深層崩壊
による被害予測に関して，新たな研究を進め，これら近年の取り組みを踏まえながら、国総研資料第 983 号
「深層崩壊に起因する大規模土砂災害被害想定に関する手法」をとりまとめた。
　現在、これらの技術資料に則って、全国の直轄砂防事業区域で設定したモデル地区において地方整備局等
により災害シナリオの検討等が進められている。

研究④　大規模土砂災害対策技術センターの設置・研究 （2014 ～）
　2011 年台風第 12 号では、紀伊半島の 72 箇所で深層崩壊が発生した。これらの箇所では過去にも同様の災
害が発生している。2011 年の災害以後も出水期には斜面の再崩壊や河道閉塞箇所に変状が生じるなど、紀
伊山系砂防事務所は、厳しい状況下で砂防工事を進めているため、土砂災害研究部の砂防研究者による高度
な判断が必要な状況が頻繁に発生している。また、深層崩壊や表層崩壊・土石流、それらに伴う土砂動態が
未解明であり、綿密かつ継続的に、地形変化計測、河川流量、地下水、湧水等の水文観測、降雨毎の土砂移
動現象の把握を実施する必要がある。
　このため、近畿地方整備局は、大規模土砂災害対策技術センターを 2014 年 4 月和歌山県那智勝浦町に設
置した。国総研土砂災害研究部は、2017 年から砂防研究者（主任研究官）を一名常駐させており、深層崩
壊や表層崩壊・土石流の発生メカニズム等の研究を推進している。

研究⑤　衛星 SAR 観測による調査方法に関する研究 （2007 ～ 2019）
　日本の陸域観測技術衛星「だいち（ALOS）」が 2006 年に打ち上げられたことから、国総研土砂災害研究
部は、「だいち（ALOS）」等の観測データを砂防流域モニタリングに活用する研究を行った。そして衛星デー
タの活用に関する研究が進み、特に夜間や悪天候時にも観測可能で位相情報が含まれる合成開口レーダ（以
下、「SAR」という。）データが、大規模土砂災害前後の情報として有効であったことから、土砂災害発生
が見込まれる際に迅速な初動対応を可能にするため、「だいち 2号（ALOS-2、2014 年打ち上げ）」等の衛星
SARの強度画像や干渉画像を用いて、土砂災害の発生地域等を特定する方法について研究開発を行った。
　並行して、JAXA（国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構）との共同研究（「衛星だいち２号による土
砂災害監視手法の開発に関する共同研究（2017 ～ 2021）」等）及び、JAXAとの「土砂WG会合」への参
加により、衛星 SAR画像等の利用に関する研究の進捗を図った。

図 -6　天然ダムのハード対策のイメージ

深層崩壊の発生を抑制・
抑止する施設
（山脚固定のための砂防堰
堤など）

深層崩壊が生じた場
合に天然ダムの高さ
を減ずる施設
（土石流捕捉のための
砂防堰堤など）

深層崩壊のおそれ
のある斜面

深層崩壊が生じた場
合に天然ダムの高さ
を減ずる施設
（河床を上昇させ川幅を
広げる不透過型堰堤）

天然ダムの形成の
おそれのある箇所

天然ダムが生じた場合に、
急激な決壊を抑制する施設
（砂防堰堤など）

天然ダム決壊により土石
流・洪水流が生じた場合に、
土砂・泥水の流下を制御
する施設
（せき上げを生じさせる透過型
堰堤など）

天然ダムが生じた場
合の速やかな緊急対
策実施に資する施設

工事用道路

渡河施設
排水トンネル

保全対象

1)
2)

2)

4)

3)

5)
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 ２．主な研究成果

◆研究① 大規模河道閉塞対応技
術指針類の作成 （2005 ～ 2009）
　国総研土砂災害研究部は、迅速
かつ効果的な天然ダム対応に資す
ることを目的に、天然ダム形成時
対応における「災害対応の流れ」、
「初動対応」、「調査」、「危険度判
定」、「平常時の対応」等につい
て、2004 年 10 月新潟県中越地震、
2008 年 6 月岩手・宮城内陸地震対
応までに蓄積された基本的な考え
方を整理して「天然ダム形成時対
応の基本的考え方 ( 案 )」を取り
まとめた。この際、形成した天然
ダムの迅速な危険度概略判定のた
め、二層流モデル等による天然ダ
ム上流側のり面の侵食過程を考慮
した天然ダム決壊時のピ－ク流量
推算手法（シミュレーション計算
方法）を用いて、天然ダム越流ピー
ク流量早見判定図を作成した（図
-7）。

◆研究② 土砂災害防止法に基づく緊急調査のための技術開発 
（2009 ～）
　　国土交通省砂防部、国総研土砂災害研究部、土研土砂管
理研究グループは共同で、「土砂災害防止法」に基づいて行う
国の緊急調査について、一定程度の精度を確保した上で、時
間をかけずに結果を出すことを主眼に、着手の判断から終了
までの間に最低限実施すべき緊急調査の内容について整理す
ることを目的とした手引き、及び数値計算プログラムを作成
した。
　ここで作成した手引きに基づき、2011 年 9 月の台風第 12 号
に伴う豪雨によって紀伊山地で発生した５箇所の天然ダムを
対象として、改正土砂災害防止法の施行後初となる緊急調査
が実施された（図 -8）。さらに、国総研土砂災害研究部等は、
この災害で実際に緊急調査が実施された状況における経験を
踏まえて運用面での留意事項等を後日とりまとめ、手引きを
改訂した。 図 -8　�河道閉塞による湛水を発生原因とする土石流等

による被害が想定される土地の区域
　      （2011 年 9 月熊野川流域五條市 赤谷の例）

河道閉塞による湛水を発生原因とする 

土石流等による被害が想定される土地の区域 
 

区域名：熊野川（十津川）流域五條市大塔町赤谷 

（１／４） 

各図面の配置

氾濫想定区域は、下図の通り、複数図面
に分割して表示している。

１／４ ３／４

４／４

２／４

 

図 -7　天然ダム越流ピーク流量早見判定図の例
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◆研究③ 　大規模土砂災害対策技術センターの設置・研究 （2014 ～）
　紀伊山系の深層崩壊発生メカニズムについては、地形・地質・水文等色々な角度から研究が進んでいる。
この中で、断層破砕帯による地下水の誘導・堰き止めにより斜面が不安定化し、深層崩壊が発生した可能性
が指摘されるようになっている。
　近年、ドローンによる空中電磁探査が開発されており、豪雨時の地下水の挙動を安価・安全・スピーディー
に実施できるようになっている。そこで国総研土砂災害研究部は、深層崩壊に対して、最新技術であるドロー
ンによる空中電磁探査を実施した（図 -9）。
　ドローン空中電磁探査の測線は、複数有る断層をまたぐようにし、同じ測線で台風 14 号直後 (2020 年 10
月 ) と乾燥期 (2020 年 12 月 ) の 2 時期比抵抗探査 ( 深さ約 200m) を実施し、台風 14 号時の地下水の挙動を推
定した（図 -10）。
　その結果、断層 1・3・4は地下水を堰き止め、断層 2は周囲から地下水を誘導していることが推定された（図
-11）。このように、断層破砕帯が地下水の挙動に影響を及ぼし、断層破砕帯による地下水の誘導・堰き止め
が深層崩壊の発生に強く寄与していることを明らかにした。

図 -9　ドローン空中電磁探査の様子
　地表に敷設したケーブルに電流を流して磁場を発生させ，
ドローンに吊した磁場センサーで地下の鉛直成分の磁場を測
定する．

深層崩壊発生斜面 

磁場センサー 

図 -11　�A-A’ 測線での 2020 年台風 14 号による降雨終了 3 日後の比抵抗値を乾燥期 (2020 年 12 月
2 日 ) の比抵抗値で除した値の縦断分布図（和歌山県田辺市熊野地区）
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地下水を堰き止めるタイプの断層破砕帯

地下水を周囲から誘導するタイプの断層破砕帯

図 -10　�災害直後の和歌山県田辺市熊野地区（いやちく）の様子
(2011 年 9 月 5 日，国総研土砂災害研究部撮影 )．

　黄色の実線はドローン探査の測線を，白色の点線は地表踏査と断
層破砕帯を示す

断層1 

断層2 

断層3 

断層4 

A 

A’ 

熊野川 
（いやがわ） 

崩壊斜面 

断層5 
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　紀伊山系においては、断層破砕帯の平
面的な分布を調査した上で、ドローン探
査などにより豪雨時の地下水の挙動を調
査することで、リスク評価手法として精
度良く深層崩壊危険度を評価できること
が分かった（図 -12）。

◆研究④　衛星 SAR 観測による調査方
法に関する研究 （2007 ～ 2019）
　大規模な斜面崩壊・深層崩壊の発生に
よって河道内に土砂が堆積すると、河川
をせき止めて湛水域が形成されることが
ある。河道を閉塞した土砂は不安定であ
ることが多く、湛水域が急速に拡大した
場合には決壊等が生じて下流域に甚大な
被害をもたらす恐れがあるために災害
後の迅速な河道閉塞の把握が求められ
る。また、斜面崩壊・表層崩壊が集中
的に発生した場所及びその範囲をいち
早く把握することも同様に応急対策の
早期着手に繋げるために重要である。
　このため国総研土砂災害研究部で
は、昼夜や天候を問わず観測可能な衛
星 SAR 画像を用いた判読に着目し、
まず単偏波や複偏波の単画像で河道閉
塞箇所を迅速に把握する手法の検討を
行った。
　さらに近年の土砂災害対応において
国総研土砂災害研究部は、定常的な観
測により蓄積され続けているデータを
活用し、災害前後の SAR強度画像を
用いて土砂災害の判読調査を行う方法
（図 -13）を適用した。その結果、これまで対象としてきた大規模な斜面崩壊だけではなく、より小さな崩壊
現象、地形や土地被覆が変化した箇所についても抽出できること、広範囲で斜面崩壊が高密度に発生する土
砂災害についても短時間で被害状況を把握できることが明らかとなった。
　本研究の成果は、国総研資料第 760 号、第 791 号、第 1110 号として衛星 SAR画像による土砂災害を判読
する方法について解説するとともに、適用条件と留意事項についてとりまとめた。

図 -13　災害前後の衛星 SAR 強度画像を重ね合わせたスタック画像
（2011 年台風第 12 号災害、熊野川流域五條市 赤谷・十津川村 長殿付近）

 

© 2021 DLR, Distribution Airbus DS / Infoterra GmbH, Sub-Distribution [PASCO]          TerraSAR-X 

 色        観測日    
赤（R）：災害前 2010.12.24 
緑（G）：災害後 2011.10.06 
青（B）：災害後 2011.10.06 

図 -12　紀伊山地における深層崩壊リスク評価マップの一例
　（熊野川流域五條市 赤谷 付近）

 
図-12 紀伊山地における深層崩壊リスク評価マップの一例 

 （熊野川流域五條市 赤谷 付近） 

赤谷 

長殿 
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7）鈴木大和、松田昌之、中谷洋明：災害時における合成開口レーダ（SAR）の散乱変化事例解説集、国総研資料、
No.1159、2021

４．今後の展望

　土砂災害研究部は、河道閉塞等の大規模土砂災害発生時の緊急対応のための人材育成の支援を継続すると
ともに、気候変動により頻発が懸念される深層崩壊の発生リスク評価に基づく砂防計画作成手法の検討、 南
海トラフ巨大地震等の切迫性増大に鑑みた斜面崩壊発生状況の早期把握と迅速な応急対応のための大規模
崩壊を含む地震による斜面崩壊の危険度評価手法の検討、そして、地方整備局等で緊急時に実施する衛星
SAR判読作業迅速化のための土砂移動箇所の自動抽出手法の検討等に取り組んでいく。


